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頼るべき人がいない刑務所等出所者の
社会への再統合に必要なもの

福島保護観察所統括保護観察官三宅仁士

(要約）

頼るべき人がいない刑務所等出所者に対して社会への再統合を促進するには，住居の提供，

就労先の確保だけでなく，医療面での支援，衣服等の提供等多くの支援が必要となる。さら

に．日常生活での何らかの困難場面において当該者が適切にその問題を解決できるには，当

該者が犯罪の誘因となる自らの考え方や行動パターンを理解してそれらを変容するとともに

当該者に助言をする存在も欠かせない。当該者が安定した社会生活を保持するには，多層的

かつ多様な指導が必要となる。もちろん，そのような指導と支援をしたとしても，当該者全

員が社会へ再統合されるわけではない。再犯に至る者もいる。けれども，前述の指導と支援

がなければ，誰も社会へ再統合され得ない。頼るべき人がいない刑務所等出所者のうち，社

会復帰の意欲を有する者が必要な指導と支援を受けつつ努力を続け，新たな人間関係を築い

てこそ，社会に再統合される。

ｷｰﾜｰﾄﾞ:社会的縄自立的に行動するｽｷﾙ更生保霞施設退所後の鯖神的な支え,励み

較考慮すると，頼るべき人がいない刑務所出

所者の社会への再統合について見えてくるも

のがある。

この小論では，これまでの業務体験等に

基づき，刑務所等出所者の社会への再統合に

必要なものに関して考察した結果をとりま

とめた。

なお，当職は，刑務所等出所者の改善更生

は社会への再統合に関する必要条件であり，

社会への再統合と改善更生は相互促進すると

の考え方を前提としている'。

はじめに

当職は，昭和61年度から平成19年度までの

20年間，保護観察所にて地区担当官業務に従

事してきたが，平成12年度から同14年度まで

の3年間更生保護施設担当官，更生緊急保

護対象者担当業務を兼任する機会もあった。

そして，平成22年度，統括保護観察官として

更生保護施設入所者及び更生緊急保護対象者

と関わる機会があった。地区担当官と更生保

護施設担当官とで処遇コンセプトが大きく異

なるわけではない。ただし，両者の体験を比
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